
２

事
業
主
は
、
法
第
七
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
記
録
関
連
業
務
を
委
託
し
て
い
る
場
合
に
は
、
前
項
の
規
定

に
よ
る
通
知
を
委
託
を
受
け
た
企
業
型
記
録
関
連
運
営
管
理
機
関
及
び
企
業
年
金
連
合
会
の
順
に
経
由
し
て
行

う
も
の
と
す
る
。

２

事
業
主
は
、
法
第
七
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
記
録
関
連
業
務
を
委
託
し
て
い
る
場
合
に
は
、
前
項
の
規
定

に
よ
る
通
知
を
委
託
を
受
け
た
企
業
型
記
録
関
連
運
営
管
理
機
関
、
企
業
年
金
連
合
会
の
順
に
経
由
し
て
行
う

も
の
と
す
る
。

３

確
定
給
付
企
業
年
金
の
事
業
主
等
は
、
個
人
型
年
金
規
約
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
毎
月
末
日
現
在
に
お

け
る
次
に
掲
げ
る
確
定
給
付
企
業
年
金
の
加
入
者
に
関
す
る
情
報
を
当
該
月
の
翌
月
末
日
ま
で
に
、
企
業
年
金

連
合
会
を
経
由
し
て
連
合
会
に
通
知
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
新
設
）

一

基
礎
年
金
番
号
、
性
別
及
び
生
年
月
日

二

確
定
給
付
企
業
年
金
を
実
施
す
る
厚
生
年
金
適
用
事
業
所
又
は
当
該
厚
生
年
金
適
用
事
業
所
の
事
業
主
の

名
称

三

他
制
度
掛
金
相
当
額
（
当
該
確
定
給
付
企
業
年
金
の
加
入
者
に
係
る
他
制
度
掛
金
相
当
額
に
限
る
。）

四

前
各
号
に
掲
げ
る
も
の
の
ほ
か
、
当
該
確
定
給
付
企
業
年
金
の
加
入
者
に
係
る
個
人
型
年
金
加
入
者
掛
金

の
額
が
法
第
六
十
九
条
に
規
定
す
る
拠
出
限
度
額
の
範
囲
内
で
あ
る
こ
と
を
確
認
す
る
た
め
に
必
要
な
情
報

（
連
合
会
が
必
要
と
認
め
る
も
の
に
限
る
。）

４

確
定
給
付
企
業
年
金
の
事
業
主
等
は
、
確
定
給
付
企
業
年
金
法
第
九
十
三
条
の
規
定
に
よ
り
確
定
給
付
企
業

年
金
の
加
入
者
等
（
同
法
第
六
十
条
第
一
項
に
規
定
す
る
加
入
者
等
を
い
う
。）に
関
す
る
情
報
の
管
理
に
係
る

業
務
を
同
法
第
九
十
三
条
に
規
定
す
る
法
人
に
委
託
し
て
い
る
場
合
に
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
る
通
知
を
当
該

法
人
及
び
企
業
年
金
連
合
会
の
順
に
経
由
し
て
行
う
も
の
と
す
る
。

（
新
設
）

５

石
炭
鉱
業
年
金
基
金
は
、
個
人
型
年
金
規
約
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
毎
月
末
日
現
在
に
お
け
る
次
に
掲

げ
る
石
炭
鉱
業
年
金
基
金
に
係
る
坑
内
員
又
は
坑
外
員
に
関
す
る
情
報
を
当
該
月
の
翌
月
末
日
ま
で
に
、
企
業

年
金
連
合
会
を
経
由
し
て
連
合
会
に
通
知
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
新
設
）

一

基
礎
年
金
番
号
、
性
別
及
び
生
年
月
日

二

石
炭
鉱
業
年
金
基
金
法
施
行
規
則
（
昭
和
四
十
二
年
厚
生
省
令
第
四
十
一
号
）
第
六
条
に
規
定
す
る
石
炭

鉱
業
事
業
所
の
名
称

三

他
制
度
掛
金
相
当
額
（
当
該
石
炭
鉱
業
年
金
基
金
に
係
る
坑
内
員
又
は
坑
外
員
に
係
る
他
制
度
掛
金
相
当

額
に
限
る
。）

四

前
各
号
に
掲
げ
る
も
の
の
ほ
か
、
当
該
石
炭
鉱
業
年
金
基
金
に
係
る
坑
内
員
又
は
坑
外
員
に
係
る
個
人
型

年
金
加
入
者
掛
金
の
額
が
法
第
六
十
九
条
に
規
定
す
る
拠
出
限
度
額
の
範
囲
で
あ
る
こ
と
を
確
認
す
る
た
め

に
必
要
な
情
報
（
連
合
会
が
必
要
と
認
め
る
も
の
に
限
る
。）

６

第
一
項
、
第
三
項
及
び
前
項
の
規
定
に
よ
る
通
知
は
、
電
磁
的
方
法
に
よ
り
行
う
も
の
と
す
る
。

３

第
一
項
の
規
定
に
よ
る
通
知
は
、
電
磁
的
方
法
に
よ
り
行
う
も
の
と
す
る
。

第
七
十
条

（
略
）

第
七
十
条

（
略
）

２

前
項
の
請
求
書
に
は
、
次
に
掲
げ
る
書
類
を
添
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２

前
項
の
請
求
書
に
は
、
次
に
掲
げ
る
書
類
を
添
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一

（
略
）

一

（
略
）

二

令
第
三
十
四
条
の
二
第
二
号
に
該
当
す
る
者
以
外
の
者
に
あ
っ
て
は
、
法
附
則
第
三
条
第
一
項
第
三
号
及

び
第
四
号
の
い
ず
れ
に
も
該
当
す
る
こ
と
を
証
す
る
書
類

二

法
附
則
第
三
条
第
一
項
第
三
号
及
び
第
四
号
の
い
ず
れ
に
も
該
当
す
る
こ
と
を
証
す
る
書
類

三

令
第
三
十
四
条
の
二
第
二
号
に
該
当
す
る
者
に
あ
っ
て
は
、
法
附
則
第
三
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
脱
退

一
時
金
の
支
給
の
請
求
を
行
う
者
が
同
号
に
該
当
す
る
こ
と
に
つ
い
て
の
当
該
者
を
使
用
す
る
厚
生
年
金
適

用
事
業
所
の
事
業
主
の
証
明
書

（
新
設
）

３
〜
６

（
略
）

３
〜
６

（
略
）

令和年月日 金曜日 (号外第号)官 報
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